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社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム＜概要＞

趣
旨
・
目
的

○教育基本法（H18.12)，学校教育法（H19.6)の改正により，大学等の社会貢献が法律上明確化され，

正規の学生に対する教育と並んで社会人等の多様な学習ニーズに応えることも大学等の責務となっ
ている。

○転職・再就職の準備など、多様な教育ニーズに対応する生涯学習社会を実現することが求められて
いる。

○失業者、ニートや非正規雇用者等の再就職やキャリアアップに資する多様な学び直しの機会の拡大
を図る。

大学等の教育研究資源を活用した，多様な社会人の学習ニーズに応える教育プログラムの開発

●

 

対 象

大学・短期大学・高等専門学校

●

 

支援期間

３年以内

●

 

選定件数

平成19年度：選定126件（申請315件）
平成20年度：選定

 

34件（申請150件）
※平成22年度は平成20年度に選定された教育プログラムの開発を引き続き支援

●

 

教育プログラム内容等

・

 
単なる公開講座ではなく，体系的に構築された

もの
・

 
比較的短期間（1年以内）で修了できること

・

 
地方公共団体や産業界等との連携により社会
のニーズを踏まえること

・

 
教育プログラムで身に付けた能力を示す証明

書を出すこと

●

 

事業規模

上限

 

年間２０，０００千円（平成20年度は15,000千円） 1



２１年度予算額

 

５４０百万円（新規）

専修学校の職業教育機能

 を活用した地域ﾆｰｽﾞに対

 応した人材育成

専修学校

○人口減少・高齢化社会
の到来
○企業や地域等における
人材不足
○フリーター・ニート等
の年長化

実践型教育プログラムの提供

 による就業能力の向上

再
就
職
・
キ
ャ
リ
ア
形
成

 等
の
実
現

就職支援体制の構築
履修証明の発行･ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

 
の活用･ｼﾞｮﾌﾞ･ｶｰﾄﾞの活用

＜実施体制＞ ＜対

 
象＞ ＜内

 
容＞ ＜成

 
果＞

＜社会的背景＞

若者を中心とした早期離

 職者やﾌﾘｰﾀｰ及び近年社

 会問題化しているニート

主に定年退職をむかえる

 中高年等の社会人

子育てにより仕事を中断

 した女性

知識や技術の習得、就職

 支援・自立促進のための

 ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等の実施

専門的知識・技術やﾊﾟｿｺ

 ﾝ・英語等の技術の習得

 及び資格取得の支援

専門的技術や最新の知

 識・情報等の習得支援
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